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１．�はじめに

　IIA（内部監査人協会）の欧州諸国を対象とした 2015 年調査において，内部監査部門長は

最高経営者（CEO）から，内部監査の結果の修正または指摘事項の削減を求められていると

回答している企業が42％存在することが判明している（IIA 2015, 3）。日本の内部監査部門に

対する直近の調査でも，「監査計画の策定や変更，監査意見の形成に関する経営陣やその他部

門からの不当な影響を受けた（以前に不当な影響があったことを含む）」と回答している企業

が 7.9％という結果が出ている（日本内部監査協会（解説会）2025, 29）。

　調査時期や各国の内部監査の位置付けが異なっていることを踏まえても，この欧州諸国お

よび日本の調査結果をみると，内部監査の取組みとして注目されている，経営者と取締役会

とのデュアルレポーティングラインは理論的に必要なのかという疑問をもつのである。

　そもそも，内部監査部門のデュアルレポーティングラインは何のために実施するのかをお

さえる必要があるので，内部監査の国際基準である IIA基準や日本のコーポレートガバンナ

ンス・コード，および日本企業の内部監査の開示に関する規程において，内部監査部門のデ

ュアルレポーティングラインという概念がどのように取り扱われているのかをみていく。

　まず，IIA基準においては，最高経営者をはじめとする経営者や取締役会と内部監査部門と

の関係について，以下のように規定している。IIAの2017年の基準（以下， 「IIA2017基準」と

いう。）では，「内部監査部門長は，取締役会との直接の職務上の指示・報告経路をもち，か

つ最高経営者との部門運営上の指示・報告経路をもつ」（日本内部監査協会2017, 101-102）。

続いて 2024 年の基準（以下，「IIA2024 基準」という。）では，「内部監査部門長は，職務上，

取締役会に直属するが，部門運営上は，多くの場合，経営管理者の一人と指示・報告関係に

ある」とし，職務上は取締役会とのレポーティングライン，部門運営上は経営者とのレポー

ティングラインとされている（日本内部監査協会 2025, 76）。

　次に，日本のコーポレートガバンナンス・コードにおいて，内部監査がどのようにとりあ

げられているかをみる。2021 年改訂後のコーポレートガバンナンス・コード（以下， 「改訂

CGC」という。）においては，補充原則4-13③で，「上場会社は，取締役会及び監査役会の機
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能発揮に向け，内部監査部門がこれらに対しても適切に直接報告を行う仕組みを構築するこ

と等により，内部監査部門と取締役・監査役との連携を確保すべきである」としている（東

京証券取引所 2021, 21）。

　これについては，改訂CGCの策定業務に携わった担当者によれば，この補充原則 4-13 ③

は，2019 年 4 月および 2020 年 12 月のフォローアップ会議意見書がもとになっているとい

う（浜田2022, 198-200）1）。具体的には，フォローアップ会議意見書のうち，特に，「『スチュ

ワードシップ・コード及びコーポレートガバナンス・コードのフォローアップ会議』意見書

（4）」（以下，「意見書 （4）」という。）では，内部監査部門がCEOのみの指揮命令下となって

いるケースが大半を占め，経営者による不正事案等が発生した際に独立した機能が十分に果

たされていないと指摘している。そのため，内部監査部門のデュアルレポーティングライン

の確立に関する要請となっていると解説している（浜田 2022, 198-200）。

　さらに，デュアルレポーティングラインに関しては，金融審議会ディスクロージャーワー

キング・グループにおいて，「監査の信頼性確保に関する開示」と称して，内部監査部門が取

締役・監査役とどのような連携体制をとっているか開示していない企業もあると問題点をあ

げ，「デュアルレポーティングラインの有無を含む内部監査の実効性の説明を開示すべきで

ある」としている（金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループ 2022, 19-21）。こ

の意見に基づき，2023 年には，「企業内容等の開示に関する内閣府令」（以下，「開示府令」

という。）が改正され，「コーポレート・ガバナンスに関する開示の一環として，デュアルレ

ポーティングラインの有無を含む，内部監査の実効性を確保するための取組みをわかりやす

く，具体的に開示すること」が求められている（金融庁 2023, 4）2）。

　一方で，冒頭に紹介したような課題もある。最高経営者（CEO）から内部監査の結果の修

正または指摘事項の削減を求められたり，監査計画の策定や変更，監査意見の形成に関し

て，不当な影響があるということは，デュアルレポーティングラインを実施しても意味があ

るのか，デュアルレポーティングラインは理論的に必要なのかという疑問につながる。そも

そも，内部監査が実効性を確保する，および内部監査部門のデュアルレポーティングライン

の基礎となるレポーティングラインとは，具体的に何を意味しているのかが明確でないため

に，疑問が生じるものではないかというのが問題意識である。

　したがって，本稿は，内部監査の実効性確保を明らかにすることをつうじて，実効性確保の

ための内部監査部門のレポーティングラインの考え方を明確にすることを研究目的とする。

構成としては，まず，内部監査の実効性確保および内部監査部門のレポーティングラインに

ついて，本来の言葉の意味や先行研究で論じられている内容をレビューする。その結果，先

行研究から示唆された，内部監査の実効性確保のための内部監査部門のレポーティングライ

ンについて考察し，その結果から，内部監査の実効性確保のためには，内部監査部門のデュ

アルレポーティングラインについてどのように考えればよいかを提示する。なお，本稿は，
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蓮沼（2022, 43-58）および蓮沼（2024, 92-102）の論考を踏まえて考察するものである。

２．内部監査の実効性確保およびレポーティングラインに関する先行研究

2. 1　内部監査の実効性確保に関する先行研究

　まず，内部監査の実効性確保に関してはいろいろな見解が出ているが，ほぼ共通した考え方

としては，実効性とは，事前に定義された目標を達成できる能力であるので，事前に決定し

た内部監査の目標が達成された時に実効性が伴うとされる（Dittenhofer 2001, 443-450；Mihret 

and Yismaw 2007, 470-484；Badara and Saidin 2013, 340-351；Lenz and Hahn 2015, 5-33）。その

ための施策が，実効性確保に該当すると考えられる。ただし，組織体における内部監査の役

割は多様で，組織体により異なるので，内部監査の実効性の水準は組織体の経営によってか

なり異なるという課題があるといわれている（Al-Twaijry et al. 2003, 507-531）。

　具体的に，内部監査の実効性の基準とは何かを考える場合でも，独立性，専門性，監査

対象，品質評価，内部監査部門の運営などが重要とされている（Schneider 1984, 657-678；

Dittenhofer 2001, 443-450）。また，内部監査の実効性に関する 1999 年から 2022 年までに発

表された，定性的および定量的な理論研究と実証研究（合計 5,000 論文超）を対象に評価し

た系統的文献レビュー（Systematic Literature Review）の結果では，全般的に，経営者および

取締役会と内部監査との関係を分析した論文が多い。最終的に，内部監査の実効性の要因を

分析している論文として34の論文が採択されているが，内部監査の実効性に影響を与える要

因として，以下の5つの項目をあげている（Abdelrahim and Al-Malkawi 2022, 18-20）。①内部

監査部門の組織特性（独立性，規模）（Coetzee and Erasmus 2017, 237-248など），②内部監査

部門の経営者および取締役会との関係（D'Onza et al. 2015, 182-194など），③内部監査プロセ

ス（リスクベース監査，品質評価）（Bednarek 2018, 1-16 など），④内部監査リソース（内部

監査人の能力，アウトソーシング）（Lenz and Hahn 2015, 5-33など），⑤外部監査人および組

織体内外のアシュアランス業務提供者との連携）（Kurnia and Yulian 2018, 41-46 など）。

　以上より，内部監査の実効性を考えるうえでは，内部監査部門が職務を適切に果たしてい

るかどうかが問われることになる。その際，IIA2024基準の遵守だけでなく，経営者や取締役

会からの指示・依頼に対する内部監査部門の対応も含めて，どのような理由で，内部監査の

実効性について判断したのか，どのような観点から，内部監査の実効性について評価したの

かを明確にしなければ，組織体の中の業務としての内部監査の説明責任を果たすことができ

なくなるといわれている。そのため，内部監査が役割・責務を果たしているかどうかを経営

者および取締役会が評価し，内部監査の課題を明らかにして，改善のための継続的な取組み

をすすめていく一連のプロセスが組織体の中に構築されているかが必要とされる。ここで，

内部監査の課題と改善のための取組みという一連のプロセスができているかどうかというこ
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とは，内部監査の品質が確保されていることを意味していると考えられる。

　監査の品質とは，財務諸表監査においては，「社会の人々（財務諸表を利用する投資家）

の視点から捉えると，監査の有効性とほぼ同義に理解する」（鳥羽 2017, 49），あるいは「要

求事項への適合度または期待の満足度」（堀江 2011, 180）といわれている。それゆえ，財務

諸表監査の有効性は監査基準の遵守によって担保されることになるが（鳥羽 2017, 49-51），

内部監査の実効性は，上記の論考により，IIA基準の遵守という要求事項への適合度に加え

て，経営者および取締役会からの期待の満足度も充足させる必要があると考える。内部監査

に求められる役割，内部監査人の責任と権限，および組織体における内部監査部門の位置付

けは，国により組織体により異なるといわれているので，IIA2024 基準の遵守以上に，経営

者および取締役会からの期待の満足度が強く求められるのである。

　したがって，内部監査の実効性とは，経営者および取締役会の期待を実現できるような監

査品質であるといえる。

2. 2　レポーティングラインおよびデュアルレポーティングラインに関する定義と先行研究

　　2. 2. 1　レポーティングラインおよびデュアルレポーティングラインの定義

　次に，「レポーティングライン」の語義を明確にする。『広辞苑（第七版）』および『角川

類語新辞典』によれば，「報告」とは「ある任務を与えられたものがその遂行の情況・結果

について述べること」，「任務を行った結果を述べること，法令あるいは契約による義務によ

って行う」と定義され，「報告」は義務的行為である。「reporting line（s）」とは，『プログレッ

シブビジネス英語辞典』によれば，指揮（指示）・命令系統に属することを意味し， “Oxford 

Dictionary of English （3TH）”では「従業員が特定のマネージャーに報告したり，責任を負っ

たりする構造や関係」という。

　これらの用語の解釈に基づくならば，内部監査部門のレポーティングラインとは，組織体

の機関が内部監査部門に対して何らかの指揮・命令系統を保有し，内部監査部門の人事・監

査計画・予算等の承認を行い，内部監査部門が社内規定等に基づいて義務・責任を負う双方

向の関係と考えられ，内部監査部門と指揮・命令を行う経営者や取締役会との双方向の関係

であると定義できる。つまり，内部監査部門が経営者や取締役会からの指揮（指示）・命令系

統に属し，指揮・命令内容に関して，内部監査部門が社内規定等に基づいて義務・責任を負

うということになる（蓮沼 2022, 2-4）。

　また，デュアルレポーティングラインという用語におけるデュアルの語義は， “Oxford 

Advanced Learner's Dictionary（10TH）”によれば，同一人物，同一物品の二つの部分または側

面をもつことであり，二重の役割や二重の目的という時の二重という意味とされている。つ

まり，内部監査部門のデュアルレポーティングラインとは，内部監査部門が経営者および取

締役会からの各々の指揮（指示）・命令系統に属し，経営者および取締役会という二つの機関
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に対し，同一の義務や責任を負うということであると考えられる。

　　2. 2. 2　レポーティングラインに関する先行研究

　まず，2000年以降海外文献では，内部監査の独立性，不正リスク評価，および監査委員会

への直接報告の効果などの視点から，内部監査部門のレポーティングラインの重要性を分析

しているものが多い（Sarens and Beelde 2006, 223-225；Norman et al. 2010, 555-556；Chambers 

and Odar 2015, 42-46；Alzeban 2020, 28-30, 45-46；Alander 2023, 111-112）。特に，調査対象

国での内部監査とガバナンス機関との関係の研究においてとりあげられており，内部監査部

門が取締役会および監査委員会へ報告を行う重要性，および内部監査部門の経営者や取締役

会へのレポーティングライン設定の際の優先順位など，広く議論されている 3）。

　例として，Alzeban（2020, 28-30, 45-46）は，内部監査部門が内部監査結果を最高経営者

より前に監査委員会に直接報告すると財務報告の質に大きなプラスの影響があると主張して

いる。これは，内部監査の報告を最初に最高経営者に報告すると利益相反に巻き込まれるの

で，内部監査の信頼性確保のためには，監査委員会を通じて取締役会に直接報告することが

重要であり，監査委員会からの支援を受けて，組織体においては内部監査の指摘事項に対す

る改善が実施される可能性が高いという。特に，不正リスクの高い企業において，財務報告

の信頼性を支えることを実証している。また，Chambers and Odar （2015, 42-46）は，内部監査

部門の組織内の位置付けを歴史的に振り返り，最高財務責任者への報告から始まり，最高経

営責任者へ，そして現在は独立社外取締役の取締役会議長または取締役会に報告する義務が

あるという。欧州の数社の事例をあげて，内部監査部門と取締役会との関係を強化すること

で，内部監査部門が取締役会に独立したアシュアランスを提供できるようにし，監査委員会

が，内部監査部門長の任命または解雇に関する決定に関与していると述べている。ただし，

ほとんどの内部監査人は，最高経営者をはじめとする経営者との密接な絆を大切にしている

ので，経営者とのレポーティングラインも存在するという。

　さらに，オーストラリアの内部監査部門の組織内の位置付けを分析した，Goodwin-Stewart 

and Kent （2006, 89-95）は，内部監査のステークホルダーとの関連を調査し，リスク管理委

員会，リスク管理者，監査委員会，独立取締役の取締役会議長との内部監査部門のレポーテ

ィングラインの存在をあげている。

　海外の先行研究に比して，日本における内部監査部門のレポーティングラインに関する理

論的究明と日本企業の課題についての研究は少ないが，以下の 3つの先行研究は，内部監査

部門のレポーティングラインとして，取締役会とのレポーティングラインの重要性を論じて

いる。まず，柿﨑（2017, 64-65）は内部監査の独立性を強調し，特に経営者からの独立性

の確保には，取締役会に対する内部監査部門の直接のレポーティングラインの整備が重要だ

が，取締役会の独立性も重要であるとした。すなわち，取締役会における社外取締役の構成
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比率が高くなければ，独立性ある取締役会とはいえず，単に内部監査部門が取締役会への直

接のレポーティングラインを整備するだけでは不十分であり，内部監査部門の人事・監査計

画・予算などの承認を取締役会の決議事項とするなどの工夫が必要であると論じている。中

村（2017, 174）も，内部監査の独立性の確保のためには，内部監査部門長の任命を誰が実施

するのかを含めた検討が今後必要であると論じている。また，蟹江（2017, 130）は，最高経

営者が内部統制を適切に整備し効果的に運用することによって，業務執行責任者としての職

責を果たしているかどうかを評価・判断するための情報を取締役会が必要とし，内部監査人

は一義的にはこの要求に応えるべく監査業務を遂行する必要があり，内部監査による，取締

役会の監査・監督機能職務に対する支援が期待されると述べている。

　以上から，海外および日本の先行研究から同様に示唆されることは，以下の 3点である。

第 1に，海外の場合は IIAの基準や調査報告書において，日本の場合は 1.で紹介した意見書

（4）をもとにした改訂CGCや会計不正事案に基づいて，経営者による不正事案等が発生した

際に，内部監査部門が独立した機能を十分に果たしていないと指摘し，経営者の不正や法令

違反の事案対応やコーポレート・ガバナンスへの貢献のためにも，経営者からの独立性を確

保した，内部監査部門のレポーティングラインが必要であるとしている。

　第 2に，内部監査部門のレポーティングラインの設定方法として，内部監査部門から経営

者より前に，取締役会や監査委員会に監査結果を報告すること，内部監査部門の経営者から

の独立性確保のために，内部監査部門への直接の指示・命令，および人事・監査計画・予算

などを取締役会の決議事項とすること，内部監査を推進するためには取締役会の支援が必要

であるということである。

　第 3に，内部監査の独立性の議論に基づいて 1.の IIA2024 基準でいわれている職務上と部

門運営上（管理上）という二つのレポーティングラインの考え方を強調している。ただし，

海外の先行研究では異なる報告内容であることから，別個のレポーティングラインとしてお

り，デュアルレポーティングラインという用語はほとんどみられない状況である。それに対

し，日本の先行研究では，1.で述べた意見書（4）や開示府令の説明にそって，内部監査を有

効に機能させるためには，内部監査計画や内部監査の過程で判明した内部統制やリスク管理

上の問題点などが，経営トップのほか，取締役会，監査役等にも直接報告されるよう，「デュ

アルレポーティングラインが構築されることが必要である」といった記述がみられる（柿﨑

2017, 64-65；兼田 2021, 119-120；脇黒丸 2023, 11；菅原 2025, 56）。

2. 3　先行研究で論じられていない論点とリサーチ・クエスチョン

　内部監査の実効性とは，2.1から経営者および取締役会の期待を実現できるような監査品

質であるとされているから，内部監査の実効性確保のための内部監査部門のレポーティング

ラインを考える際は，経営者および取締役会から内部監査に求められるものは何か，それに
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基づいて，内部監査部門のレポーティングラインをどう考えるべきなのかという考察が必要

になる。その結果，デュアルレポーティングラインは理論的に必要なのかという解が導出さ

れると考える。

　ただし，内部監査部門と経営者および取締役会との関係を解明するには，2.1の内部監査

の実効性確保に関する先行研究においても，2.2.2の内部監査部門のレポーティングラインに

関する先行研究においても，内部監査の独立性の確保が必要であるといわれていることに留

意する必要がある。

　内部監査の独立性とは，IIA2024基準では，「内部監査部門が公正不偏な仕方で内部監査の

職責を果たす能力が侵害されるかもしれない状況が存在しないこと」とされており，内部監

査部門長は内部監査部門の組織上の独立性が確保されているかどうかを取締役会に報告する

ことが求められ，「取締役会と職務上の直接の指示・報告の関係をもつこと」と規定されて

いる（日本内部監査協会2025, 224）。すなわち，IIA2024基準では，取締役会に貢献すること

が，内部監査の組織上の独立性の要件であると考えられる。

　しかしながら，先行研究においては，内部監査部門の組織上の独立性の重要性は多数論じ

られているが，内部監査の実効性確保のために，内部監査部門のレポーティングラインの対

象先として経営者は適切なのか，内部監査部門の部門運営上（管理上）および職務上のレポ

ーティングラインをどう考えればよいかに関しては，明確になっていない。そこで，研究課

題（リサーチ・クエスチョン（RQ））として，以下を設定し，理論的に探究する。

　RQ： 内部監査の独立性の視点に基づき，経営者および取締役会と内部監査部門との関係か

ら，内部監査部門のレポーティングラインをどう考えるべきか。

　このRQを考察するうえでは，独立性の視点から，経営者および取締役会の各々と内部監

査部門との関係を分析し，内部監査部門の組織内の位置付けを明らかにし，その結果から，

内部監査部門のレポーティングラインの考え方を提示する必要がある。

３．�独立性の視点からの経営者および取締役会と内部監査部門との関係
の考察

3. 1　独立性の視点からの経営者と内部監査部門との関係の考察

　1.でもとりあげたように，IIA2024 基準において内部監査部門は，「部門運営上は，多くの

場合，経営管理者の一人と指示・報告関係にある」（日本内部監査協会2025, 76）ので，以下

のような課題があげられる。

　まず，経営者の役割として，リスクと内部統制に関する取締役会の方針を実行し，適切な

内部統制システムを設計・運用し，特定されたリスクが許容レベルにあるかどうかを判断す

る必要があるので，内部監査はリスク管理プロセスの確立のために，経営をサポートする役
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割を求められている。そのうえで，IIA基準における内部監査の組織上の独立性の要件に基

づき，客観的な監査結果を提供しなければならないとされている（Stewart and Subramaniam 

2010, 345）。

　しかしながら，内部監査部門は内部統制システムを改善するための経営者の取り組みを促進

し，内部統制システムに関連する組織変更の影響について助言したり，事業活動に関する知

識の提供の観点から，組織体の中の様々な活動における目標達成への支援のアドバイスや，

経営者のサポートをするという「コンサルティングサービス」が必要とされる。これは，「い

わば ,内部監査人は，経営者との緊密な関係に基づき，経営補助的な役割を担っている」とい

われている（Sarens and Beelde 2006, 238）。これが第 1の課題である。

　第 2 の課題は，内部監査部門が経営者の直属部門の位置付けの場合，内部監査部門の予算や

人事に経営者が影響を与えることである。最高経営者または最高財務責任者が内部監査部門

の予算や人事の承認をするので，内部監査部門が内部管理上の不備があることを知っている領

域，または，不正を隠したい領域に内部監査部門が焦点を当てることを望まない最高経営者

または最高財務責任者は，内部監査部門に対して，重大な予算制約や人事査定を課すことが

想定でき，内部監査部門としては，内部監査の範囲を縮小せざるをえないという（Christpher 

et al.2009, 214-215）。

　そのため，内部監査部門が経営者に様々な価値を付加するが，経営者に真実を報告できて

いるかどうかという懸念がある。最高経営者をはじめとする経営者としては，内部監査部門

の取締役会（内部組織としての監査委員会，以下同じ）への報告も事前にチェックすること

が多く，取締役会への報告はコーポレート・ガバナンスの要件を満たすための形式的なもの

にすぎない，と考えていることが各国のアンケート調査からも判明している。「経営者のみに

報告する内部監査部門は，取締役会のみに報告する場合と比較し，不正に関する報告をする

能力が低い」と分析している研究もある（Drent 2002, 54）。

　したがって，内部監査部門に対しては，特定されたリスクが許容レベルにあるかどうかとい

うリスク管理プロセスの確立のために，経営をサポートする役割を経営者から求められてい

るから，内部監査部門は内部統制システムを改善するための経営者の取り組みを促進し，助

言する位置付けとなる。これは，経営者から内部監査部門に対しては，監査というよりも，

内部統制の評価および業務プロセスの改善を期待されていると考える。

　なぜなら，第 1の理由として，Sarens and Beelde （2006, 238）が強調するように，内部監査

は組織体において，もともと財産保全目的という会計記録の信頼性の担保のために必要とさ

れていたが，現在では，組織体の価値向上のための目標数値と実績との乖離（財務情報）や

戦略との乖離（非財務情報）の合理的説明へと重点が移行し，内部統制の評価が必要になっ

ているからである。第2の理由として，Drent（2002, 54）が主張するように，コーポレート・

ガバナンスの一つのリスク管理への対応として，経営者はERM（全社的なリスクマネジメン
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ト）などの内部統制を重視しており，内部統制の業務プロセスを改善する位置付けとして，

組織体のリソースの効率的かつ効果的な使用に関する助言やコンサルティングが内部監査部

門の業務の中心になっているからである。

　したがって，最高経営者直属の内部監査部門は，内部統制の業務プロセスに関して客観的

に評価し改善を指導する組織であり，内部統制の被評価対象部門から独立し，内部統制の独

立評価部門の役割を担っているのである。

3. 2　独立性の視点からの取締役会と内部監査部門との関係の考察

　数多くの先行研究にて，経営者とは対照的に，取締役会は内部監査の組織上の独立性を非

常に重視していることが実証されている。

　本質的に，取締役会の内部情報源として，内部監査部門は，幅広い内部専門知識と客観性

を反映した情報を提供する立場にあるので，取締役会も内部監査の結果を利用することで，

重要な内部情報にアクセスできるメリットがあるという（Abbott et al. 2016, 33-34）。また，

内部監査人は取締役会にとっては「重要なアシュアランスの提供者」と見做され，組織上の

独立性を発揮し，経営者の圧力に抵抗すればするほど，内部監査の監査結果が取締役会に客

観的に報告され，内部監査の結果で摘出された指摘事項に関して，取締役会が対処する可能

性が高くなるといわれている（Jaggi 2023, 332）4）。

　ただし，課題として 3.1で述べたように，内部監査部門が重要な情報を経営者だけではな

く，取締役会にも伝えることに経営者は不快感を感じたりするので，経営者が内部監査の価

値を低下させる可能性もあるといわれている（Norman et al. 2010, 551）。この論点は，内部

監査部門がすべての監査結果を取締役会に安心して報告できるように，自由でオープンなコ

ミュニケーションができているかどうかが重要となるという（Jaggi 2023, 333-334）。すなわ

ち，内部監査の独立性のためには，取締役会と内部監査部門との間の頻繁な打ち合わせが必

要であるということになる 5）。

　一方，取締役会と内部監査部門との関係においては，取締役会側の課題もある。内部監査

の独立性のためには，内部監査部門が取締役会に直接報告できるよう支援すること，報告を

受ける取締役会の監査委員会メンバーが，全員社外取締役として独立していること，内部監

査の監査結果を理解するための財務や監査の専門知識をもっていること，監査委員会が内部

監査部門の報告を聴取する時間を確保することをすべて実現することが必要であるとされて

いる（Schneider and Wilner 1990, 680；Hansen 1997, 153-154；Goodwin 2003, 274-275）。

　さらに，内部監査部門の予算・人事に関しても，監査委員会に権限を付与することで，内

部監査部門が監査委員会の活動に貢献し，かつ，内部監査結果に基づいて監査委員会が対応

することを示している研究もある。この研究においては，内部監査がリスクの高い領域を特

定するには，内部監査人と監査委員会メンバーが，経営者や財務責任者からの意見に対し，
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十分な自律性を持つ必要がある。具体的には，内部監査部門長が経営者の許可をえずに，経

営に影響を与える課題を監査委員会に提起できるようにすることが重要であるといわれてい

る（McHugh and Raghunandan 1994, 40）。

　実際に，米国のCOSO報告書や英国のキャドベリー報告書の結果を受けて，監査委員会が

内部監査部門の予算・人事に関する権限があれば，直接的または間接的に，内部監査の業務

の範囲および内部監査の手続に大きな影響を与えることになり，監査委員会により内部監査

の独立性が担保されているという考え方もある（Al-Twaijry et al. 2003, 528）。

　そして，取締役会は，経営者が適法な経営を行っているか，企業価値向上のために効率的

に経営を行っているかを評価し，経営者が期待される効果を上げていない場合には経営者を

交替させる役割を担うべきであるという考え方に基づき，経営者の適性を判断するための情

報を提供する監査の結果に基づき，取締役会の監督機能に経営者の人事権を伴わせることに

よって，取締役会の監督機能の実効性を高めることが必要になるという（川濱1997, 44-49；

来住野 2016, 296-298）。それには，経営者の適性を判断するための情報（業績評価）と適法

性確保を担保する監査が求められるが，監査委員会は ,自ら検証するわけではないので，監査

の機能を担っていない。そこで，内部監査が必要となり，内部監査は，取締役会の監督機能

の実効性を高めるための貢献（経営者の業績評価と組織体全体の適法性の確保）が必要とな

るのである。

　したがって，内部監査部門が，IIA2024基準で規定されている「取締役会と職務上の指示・

報告の関係をもつ」ためには，取締役会より経営者の適性を判断するための情報（業績評価）

と適法性確保を担保する監査を要求されるので，被監査部門からの独立性だけでなく，経営

者からの独立性も必要となる。

４．内部監査部門の経営者および取締役会とのレポーティングラインの考察

4. 1　独立性の視点からの内部監査部門の組織内の位置付けの考え方

　以上の考察により，内部監査は被監査部署からの独立性と経営者からの独立性が必要であ

るといえる。言い換えれば，内部監査の独立性のためには，実質要件として，内部監査部門

の経営者からの独立性確保を，同時に外形要件として，内部監査部門に対する指揮・命令や

人事，および内部監査の監査計画や予算などの取締役会の承認が必要であり，各組織体の内

部監査規程において，これらの内部監査の独立性に関して明記することが求められる。

　IIA2024 基準でも，取締役会に貢献する内部監査は，最高経営者直属ではなく取締役会直

属ということが明記されているが，特に，独立社外取締役の取締役会議長との強い結びつき

が必要となると考えられる。その理由は以下のとおりである 6）。

　取締役会は，最高経営者作成の経営方針・経営計画を監督する責任があることから，最高
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経営者と取締役会との間には，利益相反関係が存在するので，最高経営者が取締役会議長を

兼任することは，取締役会の監督機能を損なうおそれがある。したがって，取締役会議長に

は独立社外取締役が就任するのが適切であって，取締役会の監督機能を働かせるには，責任

者としての取締役会議長の果たす役割が大きいことが指摘されている（川濱1997, 9；謝2023, 

57）。

　たとえば，英国の事例では，独立社外取締役の取締役会議長は，取締役会事務局や内部監

査部門などの協力のもと，非業務執行取締役の「独立性」のための支援と同時に，取締役会

の監督機能の支援として，非業務執行取締役と最高経営者などの執行部門との間の重要な架

け橋としての役割を担っているとされている。そして，取締役会の監督機能の確立のために

は，取締役会の最高経営者からの独立性確保が必要であり，そのような独立性のもとで，効

果的な監督機能を発揮するための，取締役会全般の運営を主宰する権限をもつのは，取締役

会議長ということになる（酒巻ほか 2021, 177-187；謝 2021, 267-269）。

　したがって，内部監査を担う内部監査部門は，独立社外取締役の取締役会議長直属が必要

ではないかと考える。それにより，各業務部門および最高経営者からの内部監査の独立性を

担保することになるのである。同時に独立社外取締役であっても，内部監査の取締役会議長

からの独立性確保の視点も重要である。たとえば米国では，非業務執行役のリーダーとして

の筆頭独立社外取締役を選任し，取締役会における議長の行動に対する監督の役割と位置付

けており，筆頭社外独立取締役と内部監査部門とのコミュニケーションの重要性もいわれて

いる（謝 2023, 62-66）。

4. 2　内部監査部門の経営者および取締役会とのレポーティングラインの考え方

　3.で考察した独立性の視点からの経営者および取締役会と内部監査部門との関係，および

その考察結果に基づく 4.1の組織内の位置付けの考え方から，経営者と内部監査部門との関

係は，「コントロールである内部統制の業務プロセスの有効性を評価し，業務部門を支援する

内部統制業務」に関する経営者からの指示とそれに対する内部監査部門の報告となるので，

内部監査部門の経営者とのレポーティングラインは内部監査に関するものではない。また，

内部監査部門に対し経営者が求めるのは，業務プロセスに係る内部統制の有効性に関する助

言・コンサルティング業務であり，経営者とは，内部統制評価に関するレポーティングライ

ンと考えられる 7）。

　それに対し，取締役会と内部監査部門との関係は，第 1に，取締役会が経営者の業務執行

の適法性や妥当性を判断するために，内部監査部門は，組織体内外の監査業務に対する評価

の結果に基づいて，リスク・マネジメントおよび受容リスクの水準の管理に関する，取締役

会への情報の伝達が適切なものかという適切性を評価することが必要となる。第 2に，取締

役会としても，内部監査結果に基づく経営者への指示や内部監査結果のフォローアップに役
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立つ内部監査部門への指示など，内部監査に対する監視を強化することが求められる。

　そうであれば，内部監査部門の内部監査に関するレポーティングラインは，取締役会議長，

取締役会，および監査委員会となるべきであると考える。

4. 3　英国の内部監査開示情報における内部監査部門のレポーティングラインの事例

　上記で述べた，内部監査部門の経営者および取締役会とのレポーティングラインの考察に

関して，実際の内部監査ではどのようになっているのかを，コーポレート・ガバナンスの考

え方の源流といわれている英国の内部監査を対象に，参考までにみていく。

　具体的には，英国の上場企業100社（FTSE100）の内部監査について，IIA基準に基づいた

内部監査基本規程（Internal Audit Charter）の開示情報をみる。対象時期としては，IIAが2017

年に内部監査基準を改訂し，かつ，2018年に内部監査基本規程に関する具体的なガイドライ

ンおよび雛型を発表したので，英国FTSE100 構成銘柄のうち，2019 年以降 2024 年 8 月末ま

でに，内部監査基本規程を開示している企業 25 社（調査対象企業の 25％）を対象に，内部

監査業務の記述内容を調査した。

　開示している 25 社の内部監査基本規程は， IIA英国の内部監査規程の雛型 （Chartered 

Institute of Internal Auditors 2023, 1-4）に基づいた記述内容であるが，内部監査部門のレポー

ティングラインに関しては，以下のような共通点があることが示唆された。

　第 1に，内部監査が経営者から独立していることを説明し，それを担保するための施策と

して，内部監査部門長は職務上，監査委員会委員長とのレポーティングラインと明記してい

る。内部監査部門は監査委員会に直属し取締役会議長に直接アクセス可能としている。ここ

で職務上とは，内部監査部門の予算および人員計画，内部監査部門長の業績評価や任命・罷

免および報酬，および内部監査基本規程の承認であり，内部監査に関するほとんどすべての

事項と記述されている。

　第 2に，上記と同様に，内部監査の独立性の確保のために，最高経営責任者（あるいは最

高財務責任者）とのレポーティングラインは部門運営上（管理上）としている。この場合，

部門運営上（管理上）とは，内部監査部門の運営が可能になるために，監査委員会委員長に

より承認された適切な予算と人員を割り当てることとなっており，内部監査の運営に関する

支援の位置付けと考えられる。企業によっては，副次的（secondary）という表現を使ってい

る。また，内部監査部門長が事業戦略や主要な経営課題および意思決定を理解するために，

最高経営責任者（あるいは最高財務責任者）が内部監査部門長に対し，経営に関する会議へ

の出席を許可する権限を与えることを，部門運営上（管理上）の役割としている記述もある。

　第 3に，経営者が内部統制の業務プロセスの有効性を評価するうえで，内部監査部門に依

頼・指示することがあるが，その場合は，監査委員会が最終的に各企業の内部統制プロセス

をレビューする責任があり，監査委員会直属の内部監査部門としては責任を負わないという
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記述もされている。これは，内部監査に関する経営者と取締役会との役割は異なっているの

で，内部監査部門と各々別個の内容のレポーティングラインとなっていると考えられる。

５．おわりに

　本稿は，内部監査の実効性確保を明らかにすることをつうじて，実効性確保のための内部

監査部門のレポーティングラインの考え方を明確にすることを研究目的とした。

　まず，内部監査の実効性とは，経営者および取締役会の期待を実現できるような監査品質で

あり，内部監査部門のレポーティングラインとは，経営者および取締役会が内部監査部門に

対して何らかの指揮・命令系統を保有し，内部監査部門の人事・監査計画・予算等の承認を

行い，内部監査部門が社内規定等に基づいて義務・責任を負う双方向の関係である。また，

内部監査部門のデュアルレポーティングラインとは，内部監査部門が経営者および取締役会

に，同じ義務や責任を負う二重の役割ということである。

　そのため，研究目的を達成するためには，経営者および取締役会の各々の内部監査部門との

関係を解明する必要があるが，先行研究では内部監査の独立性確保の視点が必要となるとい

われている。内部監査の独立性とは，先行研究によれば，被監査部門からの独立性を意味し

ているが，取締役会から内部監査部門は，経営者の適性を判断するための情報（業績評価）

と適法性の監査を要求されるといわれている。IIA2024 基準では，内部監査部門の組織上の

独立性が確保されているかどうかを内部監査部門長が取締役会に報告すること，および取締

役会と職務上の指示・報告の関係をもつことと規定されている。取締役会に貢献することが

組織上の独立性要件となっているので，取締役会と職務上の指示・報告の関係をもつ必要が

あり，被監査部門からの独立性だけでなく，経営者からの独立性も必要となる。

　そのうえで，内部監査部門が取締役会に貢献するためには，取締役会が監督機能を発揮す

るために，経営者の適性を判断するための情報（業績評価）と適法性確保を要求するので，

内部監査部門は経営者を監査することになる。同時に，内部監査人がすべての調査結果を取

締役会に安心して報告できるように，自由でオープンなコミュニケーションを確立し，取締

役会が内部監査部門の予算・人事に関する権限をもつことが必要となる。

　一方，経営者から内部監査部門は，特定されたリスクが許容レベルにあるかどうかという

リスク管理プロセスの確立のために，経営をサポートする役割を求められている。これは，

内部統制システムを改善するための経営者の取り組みを促進し，助言やコンサルティングサ

ービスの位置付けで，内部統制の業務プロセスを対象として評価する内部統制の独立評価部

門の業務ということになり，経営者と内部監査部門とのレポーティングラインは，内部統制

の業務プロセスの有効性評価に関するものである。

　その結果，内部監査部門における内部監査に関するレポーティングラインは取締役会とな
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り，対象先は取締役会議長，取締役会，および監査委員会となると考えられる。経営者との

レポーティングラインは，内部統制の業務プロセスの有効性評価などの内部統制評価に関す

るもので，英国の内部監査基本規程の事例でみられるように，内部監査に関連するものであ

っても，取締役会の承認事項に基づいた「内部監査部門の運営が可能になるための支援」で

はないかといえる。

　このように，経営者や取締役会が内部監査に求める内容は各々異なっており，内部監査部

門とのレポーティングラインは全く別個に存在する。したがって，デュアルレポーティング

ラインが意味する，内部監査部門の経営者や取締役会への同じ内容の二重の報告はあり得な

い。内部監査の実効性確保のために，内部監査部門の経営者および取締役会とのデュアルレ

ポーティングラインは理論的に必要ないのである。

注
 1）具体的には，2019年4月24日に，スチュワードシップ・コード，およびコーポレートガバナンス・
コードのフォローアップ会議（以下，「フォローアップ会議」という。）から「『スチュワードシップ・
コード及びコーポレートガバナンス・コードのフォローアップ会議』意見書（4）」（以下，「意見書（4）」
という。）が公表された。その後，同年6月28日には，CGS（コーポレート・ガバナンス・システム）
研究会から「グループ・ガバナンス・システムに関する実務指針」（以下，「実務指針2019」という。）
が公表され，2020年12月18日に「『スチュワードシップ・コード及びコーポレートガバナンス・コー
ドのフォローアップ会議』意見書（5）」（以下，「意見書（5）」という。）が続いて出ている。これ
らの意見書や実務指針をもとに，「コーポレート・ガバナンス・システムに関する実務指針」（以下，
「実務指針 2022」という。）が発表されている。本件については，浜田（2022, 198-200）を参照。

 2）金融庁 2023年 1月 31日付『「企業内容等の開示に関する内閣府令」等の改正案の公表について』
における『【2】コーポレートガバナンスに関する開示（第二号様式記載上の注意「（54）コーポレート・
ガバナンスの概要」「（56）監査の状況」）』に，「内部監査の実効性（デュアルレポーティングライ
ンの有無）」について記載を求めることを要請している。本件については，金融庁（2023, 4）を参照。

 3）レポーティングラインの先行研究の事例としてとりあげているAlzeban （2020, 28-30），Chambers 

and Odar（2015, 42-46），Goodwin-Stewart and Kent （2006, 89-95），柿﨑（2017, 64-65），中村（2017, 
174），蟹江（2017, 130）は蓮沼（2024, 44-45）にて詳細を紹介している。

 4）内部監査の独立性に関しては，IIA2017 基準でも IIA2024 基準でも同じように， 組織上独立してい
ることを取締役会に対し確認することを求めている。英語版では双方とも“The chief audit executive 

must confirm to the board”だが，訳語は IIA2017基準では「報告」，IIA2024基準では「確認」と異なっ
ている。本論文では，双方ともに「確認」とした。

 5）このような主張を展開する研究として， Bou-Raad （2000），Goodwin and Yeoh （2001），Al-Twaijry 

et al. （2003），Christopher et al. （2009），Mihret et al. （2010）がある。
 6）独立社外取締役の取締役会議長と内部監査との関係，さらには取締役会議長からの内部監査の独
立性確保の考え方については，蓮沼（2024, 98）を参照。

 7）経営者との内部統制評価に関するレポーティングラインについては，蓮沼（2024, 99）参照。
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